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表　給付削減の一部と削減額　　　　　（保団連編集部）
2015 年度の公費負担の削減額主な給付削減・負担増
1300 億円減、医療給付費 4000
億円減

・外来受診時定額負担＝ 100 円程度

・医薬品の患者負担見直し＝市販類似医薬品の患者負担引き上げ

2000 億円減（2011 年度）
・70 ～ 74 歳の窓口負担を 1 割か
ら 2 割負担

1200 億円減
・外来患者数を 5％減らす
　　　　　　　　　（2025 年度）

4300 億円減・平均在院日数を減らす

1800 億円減
・要介護認定者数を 3％減らす　
　　　　　　　　　（2025 年度）

1 歳引き上げで 0.5 兆円減
・年金支給開始年齢を 68 ～ 70 歳
へ引き上げ

450 億円減
・高所得者の年金減額
　　　　（年収 1,000 万円以上）

・生活保護基準の引き下げ、医療扶助の自己負担導入？

社
会
保
障
と
税
の
一
体
改
革
で
政
府
案

受
診
時
に
1
0
0
円
上
乗
せ
な
ど
負
担
増

　

政
府
・
民
主
党
は
6
月　

日
、「
社
会
保
障
・
税
一
体
改
革
成
案
」（
以
下
、
政
府
案

30

と
略
す
）
を
決
定
し
、
7
月
1
日
に
閣
議
報
告
し
た
。
与
謝
野
担
当
大
臣
は
、
早
け
れ

ば
今
秋
の
臨
時
国
会
に
も
関
連
法
案
を
提
出
し
た
い
意
向
を
示
し
て
い
る
。5
月　

日
12

に
厚
生
労
働
省
が
発
表
し
た
「
社
会
保
障
制
度
改
革
の
方
向
性
と
具
体
策
」（
以
下
、

厚
労
省
案
と
略
す
）、
6
月
2
日
、
6
月　

日
に
そ
れ
ぞ
れ
発
表
さ
れ
た
政
府
原
案
と

17

政
府
成
案
（
案
）
を
踏
ま
え
、
あ
ら
た
め
て
政
府
案
の
狙
い
と
問
題
点
を
検
証
し
た
。

受
診
頻
度
が
高
い
人
ほ
ど

負
担
重
く

　

政
府
案
は
、
社
会
保
障
と

税
財
源
の
あ
り
方
を
一
体
的

に
改
革
す
る
こ
と
を
目
的

に
、
社
会
保
障
の
あ
り
方
に

つ
い
て
は
、
国
民
の
「
自
助
」

を
基
本
に
、
国
民
間
の
「
共

助
」
を
強
化
し
、
国
の
「
公

助
」
は
限
定
化
し
て
い
く
こ

と
を
打
ち
出
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
給
付
・
負
担
両
面

の
「
公
平
」
を
強
調
し
、「
負

担
に
見
合
う
給
付
」
と
い
う

民
間
保
険
会
社
と
同
じ
よ
う

な
社
会
保
障
に
変
え
て
、
こ

れ
ま
で
以
上
に
社
会
保
障
を

削
減
し
よ
う
と
し
て
い
る
。

既
に
、
経
済
産
業
省
は
「
公

的
保
険
・
医
療
行
為
の
範
囲

を
明
確
化
す
る
こ
と
で
、
保

険
外
で
の
新
市
場
の
創
出
」

を
狙
っ
て
、
公
的
保
険
給
付

の
削
減
と
公
的
保
険
外
の
医

療
サ
ー
ビ
ス
拡
大
を
打
ち
出

し
て
い
る
。

　
「
公
助
」
の
限
定
化
は
、
医

療
、
介
護
分
野
で
は
「
重
点

化
・
効
率
化
」
と
し
て
具
体

化
さ
れ
て
い
る
。

　

政
府
案
で
は
、
①
通
院
の

た
び
に
現
行
の
窓
口
負
担
に

上
乗
せ
す
る
「
受
診
時
定
額

負
担
」、②　

～　

歳
の
窓
口

70

74

負
担
の
2
割
負
担
、
③
市
販

類
似
薬
の
患
者
負
担
引
き
上

げ
、
④
外
来
患
者
数
の
5
％

削
減
、
⑤
電
子
レ
セ
プ
ト
の

縦
覧
・
突
合
点
検
な
ど
情
報

通
信
技
術
の
利
活
用
に
よ
る

重
複
受
診
等
の
削
減
な
ど
、

第
一
線
医
療
を
直
撃
す
る
給

付
削
減
・
負
担
増
が
計
画
さ

れ
て
い
る
（
表
）。

　

6
月
2
日
の
社
会
保
障
改

革
に
関
す
る
集
中
検
討
会
議

で
、「
医
療
に
お
け
る
ビ
ッ
グ

リ
ス
ク
に
備
え
、
ス
モ
ー
ル

リ
ス
ク
の
カ
バ
ー
か
ら
シ
フ

ト
し
て
い
く
」
と
い
う
発
言

が
あ
っ
た
よ
う
に
、
カ
ゼ
な

ど
を
「
軽
い
病
気
」
と
規
定

し
、
公
的
保
険
は
適
用
し
な

い
と
い
う「
保
険
免
責
制
度
」

の
導
入
の
突
破
口
に
さ
れ
る

危
険
性
が
あ
る
。

　

厚
労
省
「
患
者
調
査
（
2

0
0
8
年
）」
で
は
、
前
回

（
2
0
0
5
年
）
と
比
べ
患

者
数
が
外
来
で　

万
7
0
0
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0
人
も
減
少
し
て
い
る
状
況

で
、
高
齢
者
、
乳
幼
児
、
慢

性
疾
患
患
者
な
ど
受
診
頻
度

が
高
い
人
ほ
ど
負
担
が
重
く

な
り
、
さ
ら
に
受
診
が
抑
制

さ
れ
、
重
篤
化
さ
せ
か
ね
な

い
。
早
期
発
見
・
早
期
治
療

を
阻
害
す
る
だ
け
で
な
く
、

第
一
線
医
療
を
担
う
中
小
病

院
、
診
療
所
機
能
を
弱
体
化

さ
せ
る
こ
と
に
な
る
。

　

政
府
案
は
、
団
塊
の
世
代

が
高
齢
化
の
ピ
ー
ク
を
迎
え

る
2
0
2
5
年
度
の
入
院
医

療
体
制
を
抑
制
す
る
シ
ナ
リ

オ
を
示
し
て
い
る
。

　

政
府
の
試
算
で
は
、
入
院

患
者
数
は
現
在
の
1
日
当
た

り
1
3
0
万
人
か
ら
、
2
0

2
5
年
度
に
は
1
6
0
万
人

へ
増
加
す
る
と
し
て
、
対
応

す
る
た
め
に
は
病
床
総
数
が

1
6
6
万
床
か
ら
2
0
2
万

床
へ
増
加
す
る
と
試
算
し
て

い
る
。
し
か
し
、
政
府
案
で

は
、
平
均
在
院
日
数
を
大
幅

に
減
少
さ
せ
、
1
日
当
た
り

入
院
患
者
数
を
約
2
割
減
ら

す
こ
と
で
、
病
床
総
数
を
2

0
2
万
床
か
ら　

万
床
減
ら
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し
て
、
1
5
9
万
床
に
抑
制

す
る
方
向
を
示
し
て
い
る
。

在
宅
医
療
の
拡
充
策
に
つ
い

て
は
、
利
用
者
数
を
1
・
4

倍
増
加
さ
せ
る
数
値
目
標
を

提
示
し
て
い
る
に
す
ぎ
な

い
。

　

ま
た
、介
護
に
つ
い
て
は
、

2
0
2
5
年
度
に
6
4
0
万

人
/
日
の
介
護
利
用
者
数
と

な
る
試
算
を
示
し
て
い
る

が
、
施
設
入
所
は
「
重
度
者
」

に
限
定
し
、
全
体
の
約
2
割

に
制
限
す
る
こ
と
を
打
ち
出

し
て
い
る
。
ま
た
、
全
体
の

8
割
を
占
め
る
「
重
度
者
」

以
外
に
つ
い
て
は
、「
サ
ー
ビ

ス
付
き
高
齢
者
住
宅
」
な
ど

居
住
系
や
在
宅
で
の
介
護
を

想
定
し
て
い
る
。

　

現
在
で
も
平
均
在
院
日
数

が
減
少
し
続
け
、
全
国
で　
40

万
人
を
超
え
る
特
養
ホ
ー
ム

の
待
機
者
が
存
在
す
る
状
況

で
、
こ
れ
以
上
の
削
減
は
、

患
者
の
安
全
を
脅
か
し
、
新

た
な
医
療
、
介
護
難
民
を
生

み
出
し
か
ね
な
い
。

　
「
負
担
に
見
合
う
給
付
」を

強
化
す
る
こ
と
で
打
ち
出
さ

れ
て
い
る
の
が
、
国
費
を
増

や
さ
ず
に
、
同
じ
財
源
の
範

囲
内
で
、
財
源
を
付
け
替
え

る
「
財
政
中
立
」
原
則
で
あ

る
。

　

高
額
療
養
費
制
度
の
拡
充

で
は
、「
負
担
軽
減
と
、
そ
の

規
模
に
応
じ
た
受
診
時
定
額

負
担
等
の
併
せ
た
検
討
」
と

い
う
「
財
政
中
立
」
原
則
が

前
提
と
さ
れ
て
い
る
。

　

具
体
案
で
は
、
年
収
3
0

0
万
円
以
下
の
世
帯
の
負
担

上
限
引
き
下
げ
、
長
期
・
高

額
の
医
療
費
負
担
を
軽
減
す

る
年
間
負
担
上
限
の
新
設

と
、
通
院
の
た
び
に
現
行
の

窓
口
負
担
に
上
乗
せ
す
る

「
受
診
時
定
額
負
担
」
の
導

入
、「
上
位
所
得
者
」
区
分
の

世
帯
の
負
担
上
限
引
き
上
げ

を
、
連
動
さ
せ
る
こ
と
が
提

示
さ
れ
て
い
る
。

　

ま
た
、
国
保
制
度
で
は
、

市
町
村
の
一
般
財
源
投
入
を

廃
止
し
、
高
す
ぎ
る
国
保
料

を
さ
ら
に
引
き
上
げ
る
国
保

運
営
の
都
道
府
県
単
位
化
＝

「
財
政
基
盤
強
化
」
と
、
低
所

得
者
の
国
保
料
軽
減
の
拡
充

を
連
動
さ
せ
る
と
し
て
い
る
。

　
「
低
所
得
者
対
策
」
で
は
、

生
活
保
護
の
「
見
直
し
を
実

施
す
る
」
と
し
て
、
生
活
保

護
基
準
の
引
き
下
げ
、
保
護

費
全
体
の　

％
を
占
め
る
医
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療
扶
助
を
、「
受
診
率
が
高
い

た
め
、
1
人
あ
た
り
医
療
費

は
国
保
等
よ
り
も
高
額
と

な
っ
て
い
る
」
と
問
題
視
し

て
、「
現
物
給
付
の
検
討
」
の

名
で
新
た
な
自
己
負
担
の
導

入
を
示
唆
す
る
な
ど
、
生
活

保
護
の
削
減
が
狙
わ
れ
て
い

る
。

　

ま
た
、「
低
所
得
者
」
の
自

己
負
担
に
上
限
を
設
け
る

「
総
合
合
算
制
度
」
が
打
ち

出
さ
れ
て
い
る
。
世
帯
員
一

人
ひ
と
り
の
年
収
総
額
や
納

税
額
・
保
険
料
納
付
額
、
医

療
、
介
護
、
保
育
、
障
害
に

関
す
る
自
己
負
担
の
総
額
に

つ
い
て
個
人
情
報
を
一
元
管

理
し
、
社
会
保
障
・
税
の

「
共
通
番
号
制
」
導
入
を
前

提
と
し
て
い
る
。

　
「
共
通
番
号
制
」
の
導
入

は
、
弁
護
士
会
や
医
療
界
か

ら
も
懸
念
が
表
明
さ
れ
て
お

り
、
社
会
保
障
給
付
と
負
担

を
収
支
勘
定
と
し
て
と
ら

え
、「
負
担
に
見
合
う
給
付
」

を
強
化
す
る
「
社
会
保
障
個

人
会
計
」
に
つ
な
が
る
こ
と

は
必
至
で
あ
る
。

　

世
帯
全
体
の
負
担
上
限
を

設
定
す
る
こ
と
は
当
然
だ

が
、
個
々
の
制
度
ご
と
に
負

担
上
限
を
設
け
る
こ
と
や
、

行
政
が
職
権
で
軽
減
措
置
を

行
う
な
ど
、「
共
通
番
号
制
」

を
前
提
と
し
な
い
負
担
軽
減

策
を
検
討
す
べ
き
で
あ
る
。

　

政
府
原
案
に
は
、「
制
度
と

し
て
確
立
さ
れ
た
」
社
会
保

障
の
範
囲
外
と
さ
れ
た
地
方

単
独
事
業
に
つ
い
て
、「
独
自

に
財
源
が
確
保
で
き
る
よ

う
、
地
方
自
治
体
の
課
税
自

主
権
の
拡
大
」
が
盛
り
込
ま

れ
、
自
治
体
の
責
任
で
増
税

を
含
む
財
源
を
確
保
し
て
い

く
方
向
が
示
さ
れ
て
い
た
。

　

地
方
か
ら
、
乳
幼
児
医
療

費
助
成
や
予
防
接
種
な
ど
の

地
方
単
独
事
業
の
後
退
・
廃

止
に
つ
な
が
る
と
の
批
判
が

出
て
、
政
府
案
で
は
一
定
の

見
直
し
が
行
わ
れ
た
が
、「
地

方
単
独
事
業
に
関
し
て
、
必

要
な
安
定
財
源
が
確
保
で
き

る
よ
う
」
に
、「
地
方
税
制
度

を
『
自
主
的
な
判
断
』
と

『
執
行
の
責
任
』
を
拡
大
す

る
」
と
明
記
さ
れ
て
お
り
、

国
の
責
任
を
放
棄
し
、
自
治

体
（
＝
住
民
）
へ
責
任
を
押

し
付
け
る
と
い
う
方
向
は
大

き
く
変
わ
っ
て
い
な
い
。

　

税
財
源
の
あ
り
方
に
つ
い

て
は
、
社
会
保
障
の
公
費
負

担
の
財
源
を
消
費
税
だ
け
に

限
定
し
、
社
会
保
障
と
消
費

税
収
を
連
動
さ
せ
る
こ
と

で
、
消
費
税
収
の
範
囲
に
社

会
保
障
を
抑
え
込
も
う
と
し

て
い
る
（
図
1
）。

　

ま
た
、
国
民
の
「
分
か
ち

合
い
」
を
口
実
に
し
て
、
消

費
税
率　

％
～　

％
へ
の
引

10

20

き
上
げ
を
打
ち
出
す
一
方

で
、
大
企
業
の
国
際
競
争
力

を
理
由
に
し
て
、
法
人
実
効

税
率
の
引
き
下
げ
な
ど
税
・

社
会
保
障
負
担
を
軽
減
し
よ

う
と
し
て
い
る
。

　

政
府
が
試
算
し
た
「
社
会

保
障
費
用
の
将
来
推
計
」
で

は
、
2
0
1
5
年
度
の
公
費

（
国
・
地
方
）
負
担
は
約　
47

兆
円
で
、
消
費
税
収
に
限
定

す
る
な
ら
ば
消
費
税
率
は　
18

％
程
度（
税
率
1
%
＝
約
2
・

5
兆
円
）、2
0
2
5
年
度
の

公
費
負
担
は
約　

兆
円
で
、

61

消
費
税
率
は　

％
以
上
（
税

20

率
1
%
＝
約
2
・
9
兆
円
）

に
な
る
計
算
だ
（
図
2
）。

　

国
と
大
企
業
の
責
任
を
国

民
に
転
嫁
し
、
際
限
の
な
い

社
会
保
障
削
減
と
消
費
税
増

税
の
「
一
体
改
革
」
で
は
な

く
、
国
民
皆
保
険　

年
の
年

50

に
ふ
さ
わ
し
く
、
憲
法　

条
25

を
基
本
に
国
民
の
生
命
と
生

活
を
最
優
先
す
る
新
た
な
社

会
保
障
ビ
ジ
ョ
ン
の
策
定

を
、
国
民
的
な
議
論
の
も
と

で
進
め
る
こ
と
が
求
め
ら
れ

て
い
る
。

病
床
総
数
は
2
0
2
万
床

か
ら　

万
床
減
へ
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生
保
医
療
扶
助
に
、自
己

負
担
導
入
？

国
と
大
企
業
の
責
任
を
国

民
に
転
嫁
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